
◎こども基本法 
（令和四年六月二二日法律第七七号）（衆）   

一、 提案理由（令和四年四月二〇日・衆議院内閣委員会） 

○加藤（勝）議員 ただいま議題となりましたこども基本法案につきまして、提出者を

代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 子供に関する施策については、これまでも、待機児童対策や幼児教育、保育の無償化、

児童虐待防止対策の強化など各般の施策の充実に取り組んできましたが、残念ながら、

少子化の進行、人口減少に歯止めがかかっていません。また、児童虐待相談や不登校の

件数が過去最多になるなど子供を取り巻く状況は深刻で、コロナ禍がそうした状況に拍

車をかけています。このような危機的な状況を踏まえると、常に子供の最善の利益を第

一に考え、子供に関する取組や政策を我が国社会の真ん中に据えて、強力に進めていく

ことが急務です。 

 このため、政府においては、子供政策の司令塔としてこども家庭庁を設置する法案を

提出されていますが、このような組織法と相まって、従来、諸法律に基づいて国の関係

省庁、地方自治体において進められてきた子供に関する様々な取組を講ずるに当たって

の共通の基盤となるものとして、子供施策の基本理念や基本となる事項を明らかにする

ことにより、子供施策を社会全体で総合的かつ強力に実施していくための包括的な基本

法が必要であると考え、この法律案を提出した次第です。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次

代の社会を担う全ての子供が、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人とし

てひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわら

ず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会を目

指すことを明示し、それに向けて子供施策を総合的に推進することを目的としておりま

す。 

 第二に、こども家庭庁設置法案と同様に、心身の発達の過程にある者を子供と定義し

ております。また、子供施策を子供に関する施策及びこれと一体的に講ずべき施策とし

て定義しております。 

 第三に、子供施策の基本理念として、一号から四号においては、児童の権利に関する

条約のいわゆる四原則、差別の禁止、生命、生存及び発達に対する権利、児童の意見の

尊重及び児童の最善の利益に相当する内容を規定しております。五号では子供の養育に

ついて、六号では子育てについての基本理念をそれぞれ定めております。 

 第四に、年次報告及びこども大綱の規定を設けております。なお、この法律により、

少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支援推進法、子どもの貧困対策の推進に関す

る法律における国会報告や大綱等を束ねることにより、関係する施策に横串を通すとと

もに、行政の事務負担の軽減を図ることとしております。 



 第五に、閣僚会議として、こども政策推進会議を設けることとしております。この会

議につきましても、先ほど申し上げました三つの法律における会議等を統合することと

しております。 

 第六に、国の責務等を規定し、また、基本的施策として、子供施策に対する子供等の

意見の反映、支援の総合的かつ一体的な提供のための体制の整備、関係者相互の有機的

な連携の確保、子供施策の充実及び財政上の措置等を規定しております。 

 最後に、この法律は、こども家庭庁設置法案の施行に合わせ、令和五年四月一日から

施行することとしております。また、検討条項として、子供施策が基本理念にのっとっ

て実施されているかどうか等の観点からその実態を把握し及び公正かつ適切に評価する

仕組みの整備を含め、基本理念にのっとった子供施策の一層の推進のために必要な方策

について検討する旨を定めております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願いを申し上げます。 

二、 衆議院内閣委員長報告（令和四年五月一七日） 

○上野賢一郎君 ただいま議題となりました各法律案につきまして、内閣委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、加藤勝信君外十名提出のこども基本法案は、子供に関する様々な取組を講ずる

に当たっての共通の基盤となるものとして、子供施策の基本理念等を定めるものであり

ます。 

……………（略）…………… 

 各法律案は、去る四月十九日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日

本委員会に付託されました。 

 本委員会においては、翌二十日野田国務大臣並びに提出者加藤勝信君、岡本あき子君

及び三木圭恵君からそれぞれ趣旨の説明を聴取した後、二十二日から質疑に入りました。

二十八日には参考人から意見を聴取するとともに、五月十日に厚生労働委員会との連合

審査会を開会しました。 

 さらに、十三日には、こども家庭庁設置法案に対し、立憲民主党・無所属から修正案

が提出され、趣旨の説明を聴取した後、各法律案及び修正案を一括して質疑を行いまし

た。同日、岸田内閣総理大臣の出席を求めて質疑を行うなど慎重に審査を重ね、質疑を

終局いたしました。 

 次いで、城井崇君外十一名提出の法律案について内閣の意見を聴取した後、各法律案

及び修正案を一括して討論を行い、採決いたしましたところ、城井崇君外十一名提出の

法律案及び三木圭恵君外二名提出の法律案はいずれも賛成少数をもって否決すべきもの

と決しました。次に、立憲民主党・無所属の提案による修正案は賛成少数をもって否決

され、内閣提出の二法律案及び加藤勝信君外十名提出の法律案はいずれも賛成多数をも



って原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、内閣提出の二法律案及び加藤勝信君外十名提出の法律案に対しそれぞれ附帯決

議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年五月一三日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なき

を期すべきである。 

一 こども施策の実施に当たっては、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に

のっとり、こどもの最善の利益が図られ、その人権が保障され、及び社会全体でこど

もの成長を支援する社会の実現を目指すこと。また、社会全体でこどもの成長を支援

する社会の実現を担保するための方策について検討した上で、必要な措置を講ずるこ

と。 

二 こども施策の実施に当たっては、いじめ、不登校、自殺、虐待等、こどもを取り巻

く状況が深刻化していることを踏まえ、全てのこどもの生存と安全、教育を受ける権

利等の保障に万全を期すこと。また、教育及びこどもの福祉に係る施策のより一層の

連携確保を図ること。 

三 こども施策を実施するための予算及び人員を十分に確保し、全てのこどもの成長の

支援に万全を期すこと。また、教育を受ける機会が等しく与えられるよう、義務教育

のほか、幼児教育、高等学校教育、大学教育など、教育の全過程について必要な負担

軽減策に取り組むこと。 

四 こども施策の推進は、全てのこどもについて、こどもの年齢及び発達の程度に応じ

て、こどもの意見を聴く機会及びこどもが自ら意見を述べることができる機会を確保

し、その意見を十分に尊重することを旨として行うこと。 

五 こども施策の実施に当たっては、希望する者が安心してこどもを生み、育てること

ができる社会の実現を図るため、結婚、妊娠・出産、育児及びこどもの成長に関する

支援が切れ目なく行われるよう十分配慮すること。また、これまで支援が届きにくか

った中学校卒業後又は高等学校中退後に修学も就業もしていないこどもや若者も支援

の対象とすること。 

六 長引くコロナ禍の影響等により、子育て世帯の生活が厳しさを増していることを踏

まえ、子育て世帯への支援の拡充策について検討した上で、必要な措置を講ずること。 

七 保護者の経済的な状況など生まれ育った環境によってこどもの成長が左右されるこ

とのないよう、子どもの貧困率の低減に取り組むこと。 

八 保育士や幼稚園教諭をはじめ、子育て支援の現場で働く職員について、更なる処遇

改善について検討を行うこと。また、子育て支援の現場で働く職員数の不足等により、

必要な支援が停滞することがないよう新たな人材を確保するための方策を検討すると

ともに、職員の業務負担の軽減に努めること。 



九 こどもに関する支援に資する情報の共有を促進するための情報通信技術の活用その

他の必要な措置について、個人情報の適正な取扱いを確保するに当たっては、個人情

報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）の義務規定を遵守するだけでな

く、その基本理念を踏まえ、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）閣僚理事会勧告も参考と

しつつ、こども及び父母その他の保護者の私生活の自由に配慮するものとすること。 

十 こどもに関するデータや統計の活用に当たっては、政府全体として収集すべきデー

タを精査し、各府省庁が連携してデータを収集・分析する環境を構築するとともに、

収集したデータに基づいて各種施策の評価及び改善策の検討を行い、その内容を必要

に応じ国会に報告すること。 

十一 日本国内のこども並びにこどもに関わる大人及びこどもを養育中の保護者を含む

あらゆる大人に対する、児童の権利に関する条約の趣旨や内容等についての普及啓発

に、その認知度を把握しつつ取り組むこと。 

十二 基本理念にのっとったこども施策の一層の推進のために必要な方策については、

必要に応じ、本法の施行後五年を待つことなく、速やかに検討を加え、その結果に基

づき、法制上の措置その他の必要な措置を講ずること。 

三、参議院内閣委員長報告（令和四年六月一五日） 

○徳茂雅之君 ただいま議題となりました四法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、こども基本法案は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、

基本理念を定めること等により、こども施策を総合的に推進しようとするものでありま

す。 

 委員会におきましては、以上三法律案を一括して議題とし、設置法案及び整備法案に

ついて野田国務大臣から、基本法案について発議者衆議院議員加藤勝信君から、それぞ

れ趣旨説明を聴取した後、厚生労働委員会との連合審査会を行い、参考人から意見を聴

取したほか、内閣総理大臣の出席を求めるとともに、野田国務大臣及び発議者等に対し

て質疑を行いました。 

 委員会における主な質疑の内容は、子供政策の司令塔としてのこども家庭庁の在り方、

教育行政を始めとした関係府省庁との連携、児童の権利に関する条約との関係、子供の

意見の聴取及び政策への反映の方法、困難を抱える子供や家庭への支援に係るこども家

庭庁の役割、子供に関するデータ活用の在り方、子供に関する予算の拡充及び安定財源

の確保等でありますが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 なお、審査に先立ち、子育て関連施設等の視察を行いました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民の石川委員より設置法案及

び整備法案に反対、基本法案に賛成の旨、国民民主党・新緑風会の礒崎理事より三法律

案に賛成の旨、日本維新の会の柴田委員より設置法案及び整備法案に反対、基本法案に



賛成の旨、日本共産党の田村委員より三法律案に反対の旨の意見がそれぞれ述べられま

した。 

 次いで、順次採決の結果、三法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、設置法案及び整備法案の二法律案並びに基本法案に対し、それぞれ附帯決議を

行いました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年六月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 こども施策の実施に当たっては、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に

のっとり、こどもの最善の利益が図られ、その人権が保障され、及び社会全体でこど

もの成長を支援する社会の実現を目指すこと。また、社会全体でこどもの成長を支援

する社会の実現を担保するための方策について検討した上で、必要な措置を講ずるこ

と。 

二 こども施策の実施に当たっては、いじめ、不登校、自殺、虐待等、こどもを取り巻

く状況が深刻化していることを踏まえ、関係機関・団体等と連携した包括的な支援等

による全てのこどもの生存と安全、教育を受ける権利等の保障、オンライン教育やフ

リースクールにおける学習活動など多様な学びの在り方を含めた教育を受ける機会の

確保に万全を期すこと。また、教育及びこどもの福祉に係る施策のより一層の連携確

保を図ること。 

三 こども施策を実施するための予算及び人員を十分に確保し、全てのこどもの成長の

支援に万全を期すこと。また、教育を受ける機会が等しく与えられるよう、義務教育

のほか、幼児教育、高等学校教育、大学教育など、教育の全過程について必要な負担

軽減及び教育体制の充実に取り組むこと。 

四 こども施策の実施を中心的に担うのは地方公共団体であることに鑑み、地方公共団

体における更なるこども施策の拡充に向けて、財政上の措置を含めた支援について検

討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講ずるとともに、好事例の積極的な横展

開に向けた情報共有、周知等に取り組むこと。 

五 こども施策の推進は、全てのこどもについて、こどもの年齢及び発達の程度に応じ

て、こどもの意見を聴く機会及びこどもが自ら意見を述べることができる機会を確保

し、その意見を十分に尊重することを旨として行うこと。 

六 本法に定めるこども施策の基本理念にのっとり、施策を実施する者の視点のみなら

ず、こどもが保護者や社会の支えを受けながら自立した個人として自己を確立してい

く「主体」であることを踏まえ、真にこどもの視点に立ったこども施策を実施するこ

と。 



七 こども施策の実施に当たっては、希望する者が安心してこどもを生み、育てること

ができる社会の実現を図るため、結婚、妊娠・出産、育児及びこどもの成長に関する

支援が切れ目なく行われるよう十分配慮すること。また、これまで支援が届きにくか

った中学校卒業後又は高等学校中退後に修学も就業もしていないこどもや若者のほか、

性的少数者の当事者であるこどもや若者、同性カップルに養育されるこどもや若者等

についても、誰一人取り残さず、抜け落ちることのない支援の実施に努めること。 

八 長引くコロナ禍の影響等により、子育て世帯の生活が厳しさを増していることを踏

まえ、子育て世帯への支援の拡充策について検討した上で、必要な措置を講ずること。 

九 児童手当制度については、子ども・子育て支援に関する施策の実施状況等を踏まえ、

少子化の進展への対処に寄与する観点から、児童の数等に応じた児童手当の効果的な

支給及びその財源の在り方並びに児童手当の支給要件の在り方について検討を加え、

その結果に基づき、必要な措置を講ずること。 

十 保護者の経済的な状況など生まれ育った環境によってこどもの成長が左右されるこ

とのないよう、子どもの貧困率の低減に取り組むこと。 

十一 保育士や幼稚園教諭を始め、子育て支援の現場で働く職員の更なる処遇改善につ

いて検討を行うこと。また、子育て支援の現場で働く職員数の不足等により、必要な

支援が停滞することがないよう新たな人材を確保するための方策を検討するとともに、

職員の業務負担の軽減に努めること。 

十二 こどもに関する支援に資する情報の共有を促進するための情報通信技術の活用そ

の他の必要な措置について、個人情報の適正な取扱いを確保するに当たっては、個人

情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）の義務規定を遵守するだけで

なく、その基本理念を踏まえ、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）閣僚理事会勧告も参考

としつつ、こども及び父母その他の保護者の私生活の自由等基本的人権に配慮するも

のとすること。 

十三 こどもに関するデータや統計の活用に当たっては、国際比較の観点も含め、政府

全体として収集すべきデータを精査し、各府省庁が連携してデータを収集・分析する

環境を構築するとともに、収集したデータに基づいて各種施策の評価及び改善策の検

討を行い、その内容を必要に応じ国会に報告すること。 

十四 日本国内のこども並びにこどもに関わる大人及びこどもを養育中の保護者を含む

あらゆる大人に対する、児童の権利に関する条約の趣旨や内容等についての普及啓発

に、その認知度を把握しつつ取り組むこと。 

十五 基本理念にのっとったこども施策の一層の推進のために必要な方策については、

必要に応じ、本法の施行後五年を待つことなく、速やかに検討を加え、その結果に基

づき、法制上の措置その他の必要な措置を講ずること。 

  右決議する。 

 


